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● 第 11回 PHR協会 Zoom講演会 招待講演 

 

産業保健分野における個人情報保護 

 

 

堀江 正知 

（産業医科大学副学長 

＜産業生態科学研究所＞） 

 はじめに 

 

ご紹介いただきまし堀江です。本日の話題はスライド 1 に 12 項目挙げています。

これらをご覧いただければ概要がお分かりいただけるかと思います。いずれも働く人

の健康に関することですが、最初に産業保健または労働衛生と呼ばれる活動について、

次に健康保険組合が公衆衛生の一環で行う職域保健と呼ばれる活動について、最後に

これらの活動と個人情報保護法との関連についてお話しさせていただきたいと思い

ます。 
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産業保健（労働衛生）における健康管理 

 

1 産業保健（労働衛生）の国際標準 

 

最初は、産業保健の歴史的な発展経緯と現在の位置づけについてお話しさせていた

だきたいと思います。 

 

 
 

まず、産業保健の目的です。職場における労働者の健康管理は何のためにやるのか

ということに関して原点を探しますと、国際標準としてはスライド 2 に掲げた報告書

が原点になっています。これは国連の ILO と WHO が共同で公表した文書です。ILO は

第 1次世界大戦後のベルサイユ条約に基づいてできた 1919年から続く国際機関です。

WHOは第 2次世界大戦後にできた国際機関です。この 2 つが一緒になって産業保健を

やらなければいけない、職場も健康管理をやらなければいけない、何のためにやるの

かということについて文書を出しているのです。長い文章ですが、その根幹をなして

いる 2つの概念があります。一つは「職業性疾病の防止」です。有機溶剤や重金属な

ど職場の有害要因で人の健康を害してはいけない。そのために職場で労働者の健康管

理をやる。これは非常に分かりやすい部分です。 

もうひとつは日本語で｢就業適性の促進｣という言葉を当てていますが、英語では
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adaptationという言葉を使う活動です。Workと workerの adaptation、仕事と労働者

の適合を促進するということです。少し解説しますと、個々の心身は一緒ではなく、

色々な健康状態の人がいますし、体格も性格も違う、性別も年齢も違うという人たち

を職場で活き活きと働かせるためには職場の環境や作業を個々の心身に合わせるよ

う工夫しなければいけないかということです。これら 2つの目的が産業保健の底流に

流れています。occupational healthと言われる分野の国際標準です。 

 

 
 

ILO は 1985 年に産業保健の活動内容に関する条約を出していて、専門的な立場で

職場の健康管理をする人たちが有すべき機能を 11 項目挙げています（スライド 3）。

ここでサーベイランスという言葉を使っている項目があります。働く人々の集団にお

ける健康や疾病の状況や推移を継続的に監視して、未知のものを含めて有害要因やそ

の健康障害を把握して対策を講じるという機能です。本日、初めて伺うオリンピック

記念青少年総合センターに何の調査もせずに入ってきてお話しをしています。ここの

換気はどうなっているのだろうか、ここには有害な化学物質や病原体等の抗原はない

のか、何も分からずに来ましたが、継続的に健康調査をすれば、自覚はできない健康

面の影響が見つかり、その原因を探究して対策が取れるかもしれません。そのような

機能をサーベイランスと呼んでいます。 
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WHO は人間側から働く人の健康について観察する視点を持っています。WHO が最も

重要と考えている国際的な課題は熱帯地域を中心とした感染症対策です。近年、感染

症以外の対策として先進国を中心に非感染性疾患（NCDs）の対策を推進しています。

そのひとつとしてスライド 4 に示す work-related diseasesと概念を唱えています。

もともとの疾病が仕事により増悪するなど、仕事が原因や増悪要因の一つになるよう

な疾病を指す言葉です。たとえば、もともと家系的にも肥りやすい傾向の人が座作業

で肥満が進行することなどです。このスライドに示しましたように精神疾患、高血圧、

循環器疾患、それから筋骨格系疾患、頸部痛、腰痛、腱鞘炎などです。 
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2 わが国における産業保健（労働衛生）の発展 

 

 
 

さて、わが国における産業保健は国際標準とは独立に発展してきました。その歴史

には働く人の個人情報に関して重要な部分があります。スライド 5 は古い官報です。

1905年、明治 38年 3月に、石炭その他の鉱業を取り締まる鉱業法が公布されました。

国が管理を徹底して落盤や水没などの事故を防止すべきというで、鉱業警察が「生命

及び衛生の保護」を行うことを規定しました。また、事業主が業務上の負傷や疾病の

補償をするという考え方も示されました。このように明治中期からわが国では警察が

安全衛生を監督する考え方があったわけですが、警察は地方自治体ですから、当然、

事業場の外から来るわけです。事業場が警察職員である公務員による監査を受けると

いう制度は現在も続いています。 
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衛生の問題に関しては明治中期から非常に大きな問題として認知されるようにな

ったのが結核です。紡績業では、地方の農家出身の若い女性が寄宿舎に集められ工場

で長時間労働に従事するようになりました。その集団生活で結核が急速に広まったの

です。江戸時代からあった結核が大問題になったのは、明治時代に工場で結核が流行

したからなのです。しかも罹ったのはスライド 6 にありますように 10 歳代前半を含

む若い女性たちです。人身売買で工場に売られた女性が結核とわかると、工場の生産

に影響が出る前に、早く見つけて早く実家に帰す。ここで、石原修という現在の九州

大学ですが、京都帝国大学福岡医学校第 2 回卒業生による追跡調査が公表されます。

後に大阪大学の教授になる先生です。田舎に帰った後の女工さんたちの経過を調べた

ところ、かなりの人数が結核で亡くなっているという報告です。これがひとつの契機

になって、明治 44 年の公布後 5 年間も適用されていなかった工場法が施行されたの

です。 

 

 



8 
 

 
 

もうひとつ産業保健の古い事例を示します。これは官営製鉄所、その後の八幡製鉄、

現在の日本製鉄九州工場八幡地区の事例です。工場の近くに現在も立地している製鐵

病院で診療を行っている医師たちがある病気の集団発生を見つたのです。現在はまっ

たく珍しくもない肺がんです。戦前の日本では肺がんは珍しかったのに、ガス発生炉

という現在のコークス炉では肺がんに罹患する作業員が多いことをドイツの学術誌

に公表したのです。化学物質によって人間に肺がんが起こるという世界初のレポート

になったのです（スライド 7）。 

 

これは職業性疾患の事例です。先ほどの結核は職場でまん延する疾病の事例です。

そこで、こういった事例を予防しなければいけないという発想が出てきました。 

  

 

 

 

 

 

 



9 
 

 
 

さて、先ほどの工場での結核で若い女工が亡くなるということは、次世代の兵力を

削ぐおそれいがあり、すなわち、富国強兵を支援すべき殖産興業が、逆に、富国強兵

を妨害することになりかねないという議論が高まったこともあり、スライド 8 にある

ように、大規模な工場では医者を選任して、健康診断をさせて、その結果に問題があ

れば就業上の措置を行うという考え方で、わが国における職場の健康管理は結核対策

から始まりました。その際、ここで、「健康診断に関する記録は 3 年間之を保存すべ

し」と規定されました。私の知る限りでは、これがわが国において労働者個人の健康

情報が職場に保存されるようになった最初のできごとだと思います。 

 

さて、厚生省が設置されたのは 1938 年 1 月です。前年 8 月から第二次上海事変か

ら日中戦争が始まり、12 月には南京戦が行われている時代に、陸軍省からの提言で、

国民の体力を増強させ徴兵検査の受験者の体格を改善することを期待されて厚生省

が職務を始めています。その厚生省が 4 月 16 日に工場法の関連省令である工場危害

予防及衛生規則を改正して、工場における結核のまん延を防ぐために健康診断を始め

たのです。 
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そして、太平洋戦争中の 1942 年には工場法施行規則が改正され、工場医がいない

ような職場でも健康診断の実施義務が課され、有害な業務に従事する職工には年 2回

の健康診断を実施することや雇入時の健康診断を実施することが規定され、いずれも

結果に関する記録を 3 年間保存することが規定されました。そして、健康診断の結果

で注意を要す者については、工場主が必要な処置を行うということも始まったのです。

（スライド９） 

 

 わが国において労働者の個人情報が職場で保存される状態が続いている理由とし

て、84 年前に陸軍の要請で法令が工場主の義務として規定した結核対策が源流にあ

ったのです。 
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太平洋戦争に敗けた戦後の日本においては、アメリカ軍の統治下で、新憲法が公布

され施行され、社会制度が大きく変わり、工場法は廃止されたにもかかわらず、職場

における健康診断の実施や健康情報の保存については変更されておらず、概ね戦前の

ままと言えます。それどころか、1972 年に労働安全衛生法が施行されて以降は、健康

診断の検査項目は次々と追加され、循環器疾患の予防のための項目の充実が図られて

きました（スライド 11）。 
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3 労働安全衛生法

 

現行法は労働安全衛生法です。目的の一つは「職場における労働者の安全と健康を

確保する」ことになっています。この語意はやや曖昧で、どこまでの健康をどのよう

に確保するのかははっきりとは書いてありません（スライド 1１）。 
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そして、ご存じのように、常時使用する労働者数が一定程度の事業場においては、

産業医の選任が義務付けられています（スライド 12）。 
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この産業医の職務には多彩なものが規定されています。その第一号の規定は、労働

基準法の時代には｢健康診断を実施すること｣という言葉だったものの労働安全衛生

法になってからは「健康診断の実施に関すること｣に変りました。さらに、途中で｢健

康診断の実施及びその結果に基づく労働者の健康を保持するための措置に関するこ

と｣になっています。この言葉は、法令上には解釈されておらず、素直に普通の日本語

として読みますと「産業医が健康診断を実施する」のではないかと読めるように思え

ますが、実態としては、産業医が健康診断を実施している事業場はほとんどありませ

ん。多くは健康診断機関、あるいは医療機関に委託して、その委託された医療機関が

個人ごとの健康情報を作成するのですが、それを事業所に返すという手続きをとって

います。個人情報の流れから言いますと、ここで第三者とのやり取りが発生する事実

があるはずなのですが、法律上は書かれていません。 

 

元々、工場法の時代には工場医が健康診断を実施して事業場の中で健康情報を発生

していたのですが、現在の実態は異なります。健康診断は医療機関に委託して実施し、

その結果をもらうという行為が発生している。私は、労働安全衛生法は、本来、健康

診断を事業場外に委託できることやその際の留意事項を書かなければいけないので

はないかと思います。そこが書かれていないことが個人情報保護法との関係が分かり

にくい要因になっていると思います。第三者との間で健康情報を行ったり来たりする

ところは委託契約を結んで、個人情報保護法との関係はクリアになるのですが、そう

いう手続きをするということが労働安全衛生法上には書いていません。そこは個人情

報保護法に基づく対応方法を知っておかないと、情報のやり取りに関して問題が生じ

るおそれがあるということです。（スライド 13）。 
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現在、健康診断以外にも過重労働対策としての面接指導や心理的負担の程度の検査

をするストレスチェックというものが行われています。こうした 3 つの流れではすべ

て健康情報が発生しています。この図の一番下の方には｢就業上の意見｣とか｢就業上

の措置｣ということが書いてありますが、ここは事業場の中で発生しているものです。

しかし、ここでも一部の事業場では外部に委託している場合があります（スライド 14）。 
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4 健康診断 

 

健康診断に関する法令の中で注目すべき条文の一つが労働安全衛生法第 66条第 5

項です。労働者が名宛人になっている珍しい条文で、通常、事業者に義務を課してい

る労働安全衛生法の中で、第 5 項だけは主語が労働者で、健康診断を受けなければ

ならないと書いてあるのです。私も、学生時代は認識していませんでした。実際に産

業医になってから初めて読んで｢あっそうなのか｣と驚きました。健康診断は、地域

健診や学校健診など色々ありますが、なかなか住民が受けないので、受診率を上げ

るのがテーマです。保健所も色々と工夫しているように習ったのですが、職場では

まったく違っていて、労働者には法令上の受診義務が課されているのです。受けな

い労働者は法律違反の労働者なのです。これを懲戒する規程がある会社もあります。

実際に懲戒してそれが問題になり、懲戒が認められた裁判例もあります。すなわち、

国が労働者に命じて健康情報を事業者に提出させているということに等しいのです。

健康情報の観点からみますと、国が国民に対して、働いているなら事業者にあなた

の体重や腹囲を報告しなさいと言っているような条文になっているのです。 

 

先ほど堀部先生が個人情報保護法のことで大変苦労されたというお話しがありま

した。わが国における歴史、文化、社会制度には個人情報保護法とは真逆の政策にな

っているものがあることを考えますと、よくわかるような気がします（スライド 15）。 

  

実は、1999年に学術会議で堀部先生が第 1部会におられた時に、私は日本産業衛生
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学会を代表して第 7部会の活動に参加して、医学分野から学術研究の適用除外を陳情

させていただきました。産業保健においては労働者が情報主体なのですが、現行法で

はその意思が尊重されていません。産業保健の倫理では、労働者の自律を最大限に保

障することが課題です。労働者が事業者に対して自らの健康情報を報告する義務があ

るという労働安全衛生法はそこに反しています。しかし、この点は見過ごされていて、

問題視する人は見当たらないようです。 

 

 

 

 

 

 

労働者に受診を強制して事業者に結果を保存させる定期健康診断の検査項目に、腹

囲を追加することを検討する厚生労働省の委員会において、腹囲を会社に報告するの

はまずいのではないかと思ったのですが賛同者はおらず、健康管理に有益という議論

が優勢となって腹囲が採用され、私は諦めている状態です（スライド 16）。 
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労働安全衛生法令には、事業者が健康診断を委託した医療機関から受け取った労働

者の健康診断結果に関する記録を保存しておかなければいけないという義務規定が

あるとともに、事業者がその結果を産業医などに見せて意見を求めるという流れにな

っています。（スライド１７） 

 

 

この流れをヨーロッパ、北米、南米の研究者や医師に説明すると、みなびっくりし

ます。医療機関に医者がいて、会社に医者がいて、なぜ医者同士が連絡し合わないの

か、なぜ途中で人事とか総務が入るのか。日本の法令はおかしくないかと言われます。

私は、これは東洋の文化だと説明していますが納得できるかどうかは分かりません。 

 

そして、労働安全衛生法令は、労働者に対して報告するのも医療機関ではなく事業

者という流れを規定しています。 
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スライド 18～20 にこれらに関する条文を示しています。 
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職場で取り扱う健康情報の流れに関する人間関係を図にしたのがスライド21です。

法律上の位置づけをそのまま描いた図です。私は産業医を長年やっていますので、産

業医の立場が、いちばんなじみがありますが、多くの事業場では産業医の存在は薄く、

基本となるのは事業者と労働者の2者です。労働基準法では使用者という言葉ですが、

労働安全衛生法上は事業者という言葉を使っています。これは法人を意味しますので、

使用者のように指揮命令する個人ではなく、法的に人格を与えられた会社などの組織

です。会社と労働者の両方に対して産業医は人間関係があります。健康情報は健康診

断実施機関から会社を通じて産業医に届きます。本人にも会社を通じて通知されます。

ここにもうひとつ最近は健康保険組合の存在が大きくなり、健保が労働者との間で保

健事業をやっています。それは望ましいことだと推奨しているのは健康局、あるいは

保険局で、旧厚生省の部局が推進しています。先ほどまでの説明は、すべて旧労働省

の部局が進めてきた政策でした。2001 年から厚生省と労働省が一緒になりましたが、

旧省の間には政策上の壁が存在しています。労働基準局と健康局で、それぞれ自分た

ちが描いた画を突き進めている状態です。私は産業医として労働者に保健指導をしま

すが、相前後して健保の保健師も労働者に保健指導をするのです。私が行うのは労働

基準局の保健指導で、健保が行うのは健康局の保健指導なのです。両者を調整する法

令はないのです。産業医が保健指導を行っている事業場では健保による保健指導を要

しないといった旧両省をまたぐような法令は規定されないのです。私と健保が自主的

に打合せをしてもよいのですが、時間と労力がかかります。したがって保健指導の内

容が食い違います。これには労働者が大変戸惑っています。せっかく医師や保健師を

投入しているのに無駄遣いです。 
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スライド 22 は産業医が就業上の措置に関する意見を述べる際の内容です。労働者

の就業適性を確保するために、活き活きと働けるようになるために、職場環境や作業

内容の改善について意見を言うことが産業保健らしい事業者への意見の内容です。ま

た、労働者が仕事を遂行するうえでの作業位置、姿勢、動作、保護具などの作業行動

について指導することが産業保健らしい保健指導の内容です。現場で実態を見ますと

このような内容にまったく触れていない保健指導がほとんどではないかと思います。

産業保健らしい就業上の措置に関する意見や保健指導になっていないのは課題です。

よく見られる就業上の措置に関する意見は就業制限で、よく見られる保健指導は生活

習慣の改善指導や受診勧奨です。生活習慣や診療に関する意見や指導であれば職場や

作業を知らない医療職がやってもよいので産業保健の範疇ではありません。それでは、

産業医はいっさいそちらには手を出さず職場の改善だけをやり、健保は生活習慣を指

導することで分業することも想定されますが、医療職の目の前に労働者がいるのであ

れば両方の話をするのが効率的です（スライド 23、24、25）。 
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 健康情報に関しては「健康診断結果に基づき事業者が講ずべき措置に関する指針」

の中でプライバシーに配慮すべきことへの言及がありますが、抽象的な内容になって

います。具体的な記載としては「健康情報の内容を適切に加工した上で提供する」と

いう記載があります（スライド 25）。情報の加工とは、健康情報から医学的な内容を

労務管理に必要な情報に変更して非医療職でも誤解されにくくする手続きのことを

指しています。 
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会社に提供する内容として、たとえば既往歴の中に出てくる病名をそのままにする

のではなく、また、会社に病気の説明をするのでもなく、会社が何をしたら良いのか

が具体的にわかるものにすることです。健康情報を加工することの意味は、2 週間に

1 回病院に行きなさいとか、そのためには金曜日の午後には休みを与えてくださいと

か、あるいは 1 人で出張させないでくださいとか、そういう労務管理上の情報に変更

するという意味です。個人情報保護法で言えば、要配慮個人情報ではない個人情報に

変換する手続きです。実際に多くの産業医が健康情報を加工して事業者に伝えている

と思います（スライド 26）。 
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また、有害要因を取り扱う業務に従事する労働者を対象とする特殊健康診断では、

最近、スライド 27 にあるような作業条件の簡易な調査をすることになっています。

｢最近仕事は変っていませんか？｣｢新しくなって負担はありませんか？｣｢局所排気装

置はどうなっていますか？｣といった質問です。これらは産業保健らしい問診になり

ます。このように職場における労働者の個人情報には有害要因への曝露に関する個人

情報も存在します。 
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5 長時間労働者の面接指導 

 

 

 

 

スライド 28、29 は長時間労働の面接指導で、健康診断と基本的な構造は一緒です。 
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6 高ストレス者の面接指導 

 

 
近年、心理的な負担の程度を把握するための検査、ストレスチェックが行われてい

ます。ストレスチェックでは、スライド 30 の下線部分が重要です。健康診断では、

会社が健康情報をコントロールしていますが、ストレスチェックを法制化する際に、

これが大問題になりました。｢私にはストレスがかかっている｣とか「上司のサポート

がない」という結果は、上司が嫌がる結果です。管理職としての評価にも影響します。

それを見越して労働者が遠慮して正直に回答しなければ結果の正確性や調査の意義

が損なわれます。そこで、労働者に通知するという仕組みが初めて採用されました。

私もこの政策の検討会に参加させていただき、ストレスチェックを受託した機関がそ

の結果を労働者に報告することになりました。労働者が同意をした時だけ会社に結果

が行く健康情報の流れを作っていただいたのです。そして、高ストレスと判定された

労働者には医師が面接指導を行う流れができました。この仕組みは、今後、健康診断

にも応用されるべき手法で、職場における労働者の健康情報の適切な取扱いを進める

うえでのソリューションになると考えています。健康診断の結果も労働者に返して、

本人が提出してもいいと思ったものだけを会社に提出すべきです。健康管理に一定程

度は自己責任を持たせるという制度になりますが、高血圧の労働者が寒いところで仕

事をしない、重量物を運搬しない、長時間労働をしないといった配慮を受けいときは

結果を事業者に提出するのです。会社は健康診断の費用は負担する必要がありますが、

健康情報は一律に取得しないという形にするのが適切と思っています。  
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そうなりますと、本人が情報を管理するのですから PHRの考え方が重視されるよう

になると思います。本人を起点とした情報の取り扱いになります。産業保健の倫理の

観点からも労働者の自律を確保しやすくなると思います。（スライド 31） 
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ストレスチェックに関しては、条文はスライド 32、33 に書いてあります。また、

手続きの流れはスライド 33 のようになります。 
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7 安全配慮義務 

 

 
 

わが国において会社が情報管理をすることが定着している理由の一つがスライド

34にある安全配慮義務です。1975年に死亡災害に関する最高裁判決が出ていまして、

それ以来、労働契約に付随する義務として安全配慮義務の考え方が定着しています。

危険予知義務と危険回避義務で構成されている概念です。2000年代に入り、労働契約

法第 5条に規定されています。この考え方は事業者が保有する健康情報に基づいて行

う健康管理にも応用されています。たとえば、石川島興業事件（平成 7 年 7 月 31 日

付け神戸地方裁判所姫路支部判決)では交通事故で入院していた労働者が、入院中の

体力低下が予想されたにもかかわらず退院直後に元職場での交替勤務に復職したと

ころ、夜勤中に死亡した事件の判決でした。当時、選任していた産業医との面談もせ

ずに退院後の労働者を深夜勤務に就けるのは事業者の配慮不足と認定されています。

このように安全や健康に関して、会社が健康情報に基づいて危険予知できる範囲で、

配慮をすべき義務があるとされています。 
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8 守秘義務 

 

 
 

また、事業者や医療職には健康情報に関する守秘義務が規定されています。これは

日本において長年にわたり規定されてきた制度です。医師は刑法 134条で、健康診断

の事務に関与した職員は労働安全衛生法第 105 条で、守秘義務が規定されています。

健康保険法にも守秘義務の規定があります（スライド 35）。 
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わが国においては、この守秘義務の規定だけで健康情報を管理してきた現実があり

ますが、個人情報保護法の規定を遵守するには守秘義務だけでは当然不十分でして、

保有している情報を漏らさないようにするだけが個人情報保護ではありません。個人

情報の取得の段階から目的を特定し、本人に通知し、取得に関して本人の同意を得る。

使用する時は第三者提供をしないようにしなければなりません。しかし、裁判事例が

きわめて少ないことも事実です。判例が出ているものは、私が知る限り、B 型肝炎の

抗原検査と HIV 検査に関するものしか見当たりません。いずれも健康診断項目ではあ

りません。職場でこれらを検査した合理的な目的が特定できず、その結果の取扱いも

不適切であったことから会社側は敗訴しています（スライド 36）。 
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スライド 37 は、以前、文科省の科研費をいただいて、私が、調査した健康情報の

不適切な取り扱いに関する事例のまとめです。これらが裁判になっていないというの

が日本の特徴だと思います。アメリカであれば、まちがいなくひとつひとつが裁判に

なっていると思います。ただ、この時は、個人情報保護法がきちんと社会に行き渡っ

ていない時でしたので、今後、同様の事例が生じれば、個人情報保護法の目的外利用

や第三者提供となる事例ですので、提訴されるリスクは高まっていると考えます。 
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健康保険組合（保険者）による健康管理（スライド 38） 
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9 健康保険組合による健康情報の利用 

 

 
 

次に、健康保険組合の保健事業に関する話題です。高齢者医療確保法 27条 2項、3

項に基づいて、保険者は、事業者が行った健康診断情報を提供するように求めること

ができ、事業者はそれを提供しなければならないという条文があります。保険局が所

管する法律ですが、その中で労働安全衛生法の健康診断に言及し、事業者を登場させ

て、事業者に対して保険者が提供を命じることができるという流れができています。

したがって、この手続きは、情報主体である労働者がよく知らなくても、個人情報保

護法の中で｢他に法律の定めがある場合｣に該当して適用除外となりますので、法的な

問題はないということになります（スライド 39）。 
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最近、健康保険法も改正されました。保健事業を推進する中で事業者が持っている

情報を提供するという流れが規定され、これに関しても事業者は拒否できないことに

なっています。事業者が拒否できないということは、実は、労働者も自らの健康情報

が提供されることを拒否できないことになります。労働者は同意する必要がないとい

う規定になっています。労働安全衛生法は、もともとは職場における傷病を防止する

ために個人から提供された健康情報を利用してきたのですが、それらの健康情報を健

康保険組で活用するという構造ができています（スライド 39、40）。 
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健康情報の具体的な利用方法は｢保健事業指針｣の中に書いてあります（スライド 41、

42）。 
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健康保険組合が推進するデータヘルス計画が使用を企図している個人情報は、おそら

く仮名加工情報だと思います（スライド 43）。本人の IDがわからない状態で使ってい

るのであろうと信じたいところです。要配慮個人情報ですので、本来、情報主体であ

る労働者が使用する者、範囲、方法などを知り得る状態にしておくことが望ましいと

考えますが、現状がどうなっているのか、私はよく承知していません。 
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実際には、健康保険組合が医療情報を使うことによる不安もあります（スライド 44）。 
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私は企業に勤務する医師でしたが、産業医と同時に診療医もしていました。企業の

中には診療所があり、そこに受診する労働者がいました。私は、個人情報の管理には

留意しようと考えていましたので、健康管理のために使っていたファイルと診療のた

めに使っているファイルは違うファイルを作成して、診療記録は診療所で保管して、

産業医による健康管理票は健康管理室で保管していました。その中には、私が私宛に

書いた紹介状もあります。紹介状を書いた健康情報だけが双方に通知されていること

になり、それぞれの立場でそれらの健康情報に基づいて判断していました。そこまで

やっていても保険診療外で診察してくださいという労働者が受診することがありま

した。単一健保がある会社でしたので、健康保険組合に私の病名や内服薬が知られる

と人事から組合に出向している者に知られる不安があると言うのです。当然、医療保

険の適用を受けられる薬なのですが、自分の健康情報を保護するために、何倍もお金

を払って自費診療で服薬を継続している人がいました。すなわち、雇用保障が確実な

大企業であっても、全員が会社に全ての健康情報を管理してよいという姿勢ではない

ということを理解する必要があります（スライド 45）。 
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健康保険組合と会社の人事交流は、当然、良い面もあると思いますが、出向者など

会社の立場が維持されている人については、健康情報を見てはならないだろうと考え

ます。そうしなければ、健康保険組合の最も重要な機能である療養費の支給に支障が

生じるおそれがあります。健康保険組合と会社とでは事業者が異なることを理解して

おく必要があります（スライド 46）。 
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職場における健康情報の保護（スライド 47） 
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10 個人情報保護法の国際標準 

 

 
 

最後に、職場における個人情報の保護に関する研究や知見は発展してこなかったの

でしょうか（スライド 48）。 
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1948 年に国連は世界人権宣言を公表していて、私事や通信への干渉に対して法律

上の保護を受ける権利があることを記しています（スライド 世界人権宣言）。 

プライバシーと人権についての流れは冒頭にご紹介いただいた論文をご覧いただ

くと詳述されています。個人情報保護法の成立と改正も含めての詳しい解説もそちら

に載っています。年次的にダウンロードできるようになっていますので、そちらをご

覧いただければと思います。 

1980年に示された OECDの勧告については、日本も OECDの 1ヵ国ですから、勧告の

内容をしっかりと受け止めなければならなかったはずですが、当時は行政機関だけに

適用される法律を作り、民間は自主規制を採用しました。 

そして、1995年に示された EUのデータ保護指令には、sensitive data（特に機微

な情報）のうち健康情報は職場で医療職以外が取り扱うことは不適切であるというこ

とが明確に記されています。 

2005 年に当初の個人情報保護法が作られた時にはそこまでは言及していませんでし

たが、2015 年の改正において要配慮個人情報という用語で、EU 指令から格上げされ

た GDPRに対応することになったと理解しています。 
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これらの間に日本においても少しずつ対応されてきています。世界医師会という組

織は、医学研究に関して有名なヘルシンキ宣言を示し、その後、人権を保護するため

の宣言が何度も改正されてきました。1981 年に示されたリスボン宣言で患者のプラ

イバシーを守るべきことが書かれています（スライド 世界医師会）。通常の診療に

おける医師・患者関係においては患者のプラ―バシーは必ず守らなければいないこと

は広く知られていますが、医学研究をする場合においても、逐一、本人の同意を取得

すべきことが指導されています。現在、研究倫理を審査する委員会（IRB）では違反行

為が毎回報告されていて、研究としての価値が高いものであっても本人の同意が取れ

ていないと非常に厳しい指導を受けています。 
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また、ILOの 181 号勧告にもスライド 48 やスライド 49 にあるように健康情報の取

扱いに関する個人の権利についての言及があります。 
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ILO には勧告以外の行動準則やガイドラインなども色々とあります。健康サーベイ

ランスのための倫理技術ガイドラインでは就業適性を判断する上で様々な病気のス

クリーニングをしたくなるが、たとえ検査結果に異常値があっても就業適性を過小に

評価してはいけないということが書かれています（スライド 50、51）。 
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11 個人情報保護法 

 

 

OECD ガイドラインに基づいてわが国における個人情報保護法ができていますが、

産業保健の分野の健康情報でとくに注意が必要なのは（OECD ガイドラインと個人情

報保護法）の中の枠で囲った部分だと思っています。なぜならば健康診断の時の労働

者に対する受診義務や医師が面談をする時に、個人情報の取扱いに不安を訴える労働

者はほとんどいません。労働者側から取得の目的を言えと言われたこともありません

し、これ以上あなたには話さないと言われたような経験はほとんどありません。それ

はおそらく相手が医者あるいは医療職なので安心して話されているということであ

ろうと推察しています。したがって、情報の取得段階で問題が生じることは稀です。 

しかし、保管の段階は医療の現場ではかなり神経をとがらせています。医療機関で

は個人の USBに患者情報を入れて持ち出すことは違反行為とされます。医療情報は他

の情報とは切り離して保管するなどかなり注意しています。 

そして、いちばん注意が及びにくいのは利用だと思っています。うっかりするのは、

目的外利用と第三者提供をしてしまいかねないことです。委託契約を結んでいるのか

共同利用をしているかなどを確認する必要があります。HIV の裁判では知り合いの医

者に話してしまったという事例があります。第三者提供については、患者の自律を確

保することをしっかりと注意しなければならないと考えます。 
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目的外利用に関しては、個人情報保護法第 18 条が適用除外となる条件の第 1 号が

「法令に基づく場合」となっています。事業者から健康保険組合に健康情報を提供す

る際に、健康保険法や高齢者医療確保法で規定されていない情報に関しては、第 2号

以下のものに該当するかどうかを確認しておかなければなりません。または、やはり

本人の同意を取得することが必須になります（スライド 52）。 
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スライド 53 は、個人情報保護法における適正な取得に関する条文です。産業保健

においては、医療や保健が目的のはずですが、利用目的の通知が適用除外になる条件

はスライド 54 の通りです。 
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第三者提供の適用除外の条件はスライド 55 の通りです。 

要配慮個人情報はオプトアウトが禁止されています。要配慮認定以外のものであっ

てもスライド 56 が規定する事項に留意が必要です。 
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委託や共同利用についてはスライド 57 の事項に留意が必要です。 

本人開示については、欧米ではカルテは患者のものです。しかし、わが国における

健康管理記録は労働者のものとはなっていません（スライド 58）。 
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要配慮情報の定義を確認しますと、ほとんどの健康情報はここに含まれます（スラ

イド 59）。 

そして、現在、個人情報保護法のガイドライン（通則編）が出ています（スライド

60）。 
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その続編として、医療介護事業者に関するもの（医療介護事業者における個人情報

の適切な取り扱いのためのガイダンス）も出されています（スライド 61）。 

 

どこに個人情報があるかを関係事業者は見ておかなければなりません、関係すると

ころはスライド 62 のように抜き出しています。健康増進法に基づく情報も出てきま

す。本人の同意を得ることができない時という条文に該当させるためにですが、これ

は東日本大震災の時に出てきたもので、緊急時にはいちいち同意をとっていられない

ということです。しかし、すべての事例をガイドラインに書くことができませんから、

細かい事例に関しては現場で判断するしかないと考えます。 

私は、医療関係者に対してお話しする際には、医学的に本人の命が関与するような

情報について、本人が情報を出してほしくないと拒否した場合にどうするのかを考え

ておいてほしいと言っています。患者や労働者の命を守るために情報を出すのですが、

それを本人が拒否している時に医療職はどう行動すべきかですが、私は本人の同意が

なくても、本人は同意しなければいけないということを理解できず、本人が判断をで

きない、本人がまともな判断ができないということで、法律上の同意を得ることがで

きないと判断すべきではないかと私は言っています。健康情報を取り扱わないと健康

被害や生命の危機があるような場合に、医療者としてはそちらの方向には判断したく

ないと考えます。 
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規定の中で「公衆衛生の向上」はどのような内容を含むのかは判断が難しいところ
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です。今回、新型コロナウイルス予防対策は、これを試すチャンスだったのですが、

私の印象ではかなり個人情報を保護する方向に動いたように感じていいます。医療関

係者側では、感染源となった人の感染経路が追いにくいと感じました。その際には、

個人情報をもっと出しえれば、より良い判断ができたのではないかと思われる事例も

ありました。具体的な事例は、医療介護事業者に関するガイダンスの中に少し示され

ています（スライド 62、63、64、65）。 

 

 
 

医療介護事業者のガイダンスには「黙示の同意」という用語があります（スライド

65）。全体のルールや利用目的を施設内に張り出しておけば、個別に同意しませんと

言った方だけが同意しないと判断され、それ以外の方は同意したと判断されるという

考え方です。たとえば、大学病院の外来には医師以外の白衣を着た学生が立っていま

す。教育病院ですから仕方がありません。そのことを記したポスターの前を通過して

くる患者様が、学生が診察室にいることを拒否すれば学生を退室させますが、申し出

がなければ黙示の同意があるということで、学生を立たせています。しかしながら、

もう少し深く関与して、たとえば、手術室に入ります、お産を見せますということに

なれば、さすがに黙示の同意では不十分とではないかと感じる人が多いのではないか

なと推察して、明示の同意を得るようにしています。チェックボックスを設けてチェ

ックさせて、本人の署名を得るということをしています。どこで黙示の同意、どこで

明示の同意かということは、要配慮個人情報の中でも、その定義はガイドラインにあ

りません。これは個々の施設で判断しなければいけないということです。 
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健康保険組合の利用目的のうち保健事業は国が推進しているものです（スライド

66）。 
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診療録には「二面性」という概念があります。個人情報については、カルテに患者

本人の情報ではなくて医師が作った情報や看護が記録した情報があるという考え方

です。たとえば、「この患者は嘘つきだ」とか、看護情報の中に｢この医者は診察せず

に診断した。｣ということを書かれたら患者さんの情報というよりは医療関係者の個

人情報ではないかという考え方があります。現在はこのあたりは整理されていません。

産業保健では、医師が他の人に見せたくない情報は個人の健康管理情報以外に記録し

てそれは医師だけが持っているということにしておくことが考えられます（スライド

67）。 
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これまでお話しさせていただいたように、職場における健康情報に関しては、労働

安全衛生法と個人情報保護法とで概念が対立しています。労働安全衛生法には事業者

が利用することについて詳しく書かれていますが、同法に規定のないものに関しては

個人情報保護法の適用を受けることになっていますので、十分な注意が必要です（ス

ライド 68）。 
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12 健康情報の利用と保護 

 

 

 
労働安全衛生法に基づく利用と保護に関しては大臣公示の指針が出ています。同じ
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法律の中に 2つ指針がある。片方は利用する指針、片方は保護する指針です。保護す

る指針は 2018 年に出た指針（スライド 70）です。利用する指針は 1996年（平成 8 年）

に出た指針です（スライド 69）。 

保護する指針の中身を見ますと、健康診断の結果の情報の中で法定の医療情報であ

っても生データを使う場合は、前出の加工という概念が書かれています。また、事業

場ごとに取り扱い規程を作成してルール化するよう記されています。国ではなく事業

場でルールを作ってくださいという体裁になっています。 

実際の対処法としては、職場や作業の改善を優先して、個人の健康情報にはなるべ

く踏み込まないところで仕事を終えることが、個人情報の保護と利用の両立を図る上

で最も望ましいと考えます。どうしても本人が情報を出さなければいけないような時

には同意をとって利用します。私なりの整理の仕方としては、産業保健の目的かどう

か、あるいは産業保健の考え方でできないかどうか、できなかったら本人の同意を取

る。それが黙示なのか明示なのかですが、それがどうしても得られない時は、重要か

緊急かによって判断することで考え方を整理できると考えています。難しい事例では、

医師の場合には、個人情報を利用することで生命の保護を優先する取り扱う方が望ま

しいと考えています。このフローチャートは、2005年に個人情報保護法が最初に施行

された時に産業医学振興財団から依頼されて私の研究室で作成したパンフレットが

ありまして、その中にも概ねこのルールと同様のものが掲載されています。私は、職

場や健保で個人情報を利用する人には、この情報が自分であったらというように考え

ることで、自分がそういう状況に陥った時にどうするかを考えていただくと分かりや

すいとお伝えしています。 

1994年に、私はアメリカで臨床研修をしていたことがあるのですが、その時に初め

て患者の同意を取るという作業をしました。日本では経験したことがありませんでし

た。その時に、本人に署名を書かせるだけではなく、本人が同意している範囲や同意

する期限や、本人が本人であることを確認する方法も考えて同意をとったということ

があります。なお、労働の現場での本人の同意は、強制されたものではなく本人の自

由意思に基づいた同意かどうかを確認するということが大切です。 
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以上のように、健康保険組合が保健事業を行う場合にはスライド 79 にあるような

事項に留意しなければいけないと考えています。 

本日は、どうもありがとうございました。 

 

 

＊編注 

・小見出しは当方で読みやすさを考慮して勝手に入れたものです 

・スライドはタイトルスライドを 1 として順に 79 までナンバリングしました。最終

スライド（大学の写真）はナンバリングしていません。 

・スライドは本文に、言及された箇所に挿入する形としましたが、最後の方で飛ばさ

れたりしたスライドもあるので、そうしたスライドナンバーは本文中には入っていま

せん。 


